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平成２５年に総務省が実施した住宅・土地統計調査

の速報値（平成 26年 7月 29 日）によると、全国の総

住宅数は 6,063 万戸となっている一方で、総世帯数は

5,246 万世帯となっており、住宅ストックが量的には

充足していることが示されています。 

そのうち空き家の数は 820 万戸であり、総住宅数に

占める割合は 13.5%となっています。 

 

また、「賃貸用又は売却用の住宅」及び「二次的住宅」

を除いた「その他の住宅」の空き家の数は 318 万戸に上っており、総住宅数に占める割合は 5.2%

ですが、その数は過去 20年間で約 2倍に増加しています。 

 

年々増加している空き家の中には、適切な管理が行われない結果として安全性の低下、公衆

衛生の悪化、景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、ひいては地域住民に深刻な影響を及

ぼしているものがあり、今後も数が増加すれば、それがもたらす問題が一層深刻化することが

懸念されます。 

 

こうした背景から、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保

全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため平成 26 年 11 月 27 日に「空家等対策の推進に

関する特別措置法」（以下「法」といいます。）が制定されました。（平成27年5月26日全面施行） 

法では、市町村の責務として空家対策を総合的かつ計画的に実施するための空家等対策計画

の作成及びこれに基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する措置を適切に講ず

るよう努めることとされています。 

 

日立市では、急激な人口減少や少子化が進展しており、高度経済成長時に増加した住宅団地

をはじめ市営団地、社宅、寮などの住宅について、今後ますます空き家が増加することが予想

されます。 

空き家の中には利活用が可能なものもあることから、適正な管理と利活用の両面による空き

家等対策を進めるため、「日立市空家等対策の推進に関する条例（以下、「条例」といいます。）」

を制定しました（Ｈ29.4.1 施行）。 

この条例を受け、本市の空家等対策に関する基本的な方針を市民の皆様に示し、空家等対策

を総合的かつ計画的に推進するため「日立市空家等対策計画（以下「計画という。」）」を策定し

ます。

総住宅数、空き家数及び空き家率の推移 
-全国（昭和 48 年~平成 25 年） 

資料 平成 25 年住宅・土地統計調査（総務省・統計局） 
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この計画は、法第６条第１項に規定する「空家等対策計画」です。 

◎この計画における「空家等」、「空き家」の表記の違いについて 

空家等対策の推進に関する特別措置法に関する空き家については「空家等」と表記し、そ

れ以外は「空き家」と表記しています。 

 

 

 

 

 

この計画は、「日立市総合計画（H24～H33）」及び「日立市都市計画マスタープラン（H12

～H32）」を上位計画としており、住宅関係の計画である「日立市住生活基本計画（H26～H35）」

をはじめとする他の計画等との連携・整合を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この計画の期間は、平成２９年○月から平成３４年○月までの５年間とします。 

 なお、社会情勢の変化や施策の進行状況、各種計画の策定や改定に合わせ、必要に応じて見直

すものとします。 

日立市総合計画 

日立市空家等対策計画 日立市住生活基本計画 

・日立市営住宅ストック総合活用計画 

・日立市耐震改修促進計画 

・日立市高齢者保健福祉計画 

・日立市障害福祉計画 

・新ひたち子どもプラン21 

・日立市公共交通総合体系計画 

・その他の計画 

 

 

 

上位計画 

連携 
整合 

空家等 

空き家 

 

空家等 

空き家 

特措法による表記 

一般的な空き家 

（特措法以外） 

日立市都市計画マスタープラン 
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急激に進む人口減少によって、高度経済成長時に増加した住宅団地や市営団地、社宅、寮

などの住宅が供給過剰となり、空き家の戸数は今後ますます増加していくという課題があり

ますが、住宅数は増加の傾向にあります。 
 

本市の人口は、昭和 58 年の 20万 6,260 人をピークに減少傾向にあり、現在は 18万 2,747

人となっています。（平成 27年 12 月 1日現在） 

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）によると、平成 52 年の人口推計は、約 14万１

千人まで減少し、少子高齢化による 65歳以上の老年人口割合は、総人口の 39.7%を占めると

推計されています。 

【日立市の総人口及び年齢３区分別人口の推移】 

 

資料 H27 年 3 月日立市まち・ひと・しごと創生総合戦略

年
1950
(S25)

1955
(S30)

1960
(S35)

1965
(S40)

1970
(S45)

1975
(S50)

1980
(S55)

1985
(S60)

1990
(H2)

1995
(H7)

総人口 132,206 145,921 172,232 190,049 202,856 212,496 215,421 218,109 214,967 212,280

51,147 53,620 51,691 50,082 52,588 58,291 55,563 48,760 39,335 33,907

38.7% 36.7% 30.0% 26.4% 25.9% 27.4% 25.8% 22.4% 18.3% 16.0%

75,901 86,070 113,297 131,647 140,384 141,767 143,374 148,809 150,967 149,337

57.4% 59.0% 65.8% 69.3% 69.2% 66.7% 66.6% 68.2% 70.2% 70.3%

5,158 6,231 7,244 8,320 9,884 12,438 16,484 20,540 24,665 29,036

3.9% 4.3% 4.2% 4.4% 4.9% 5.9% 7.7% 9.4% 11.5% 13.7%

年
2000
(H12)

2005
(H17)

2010
(H22)

2015
(H27)

2020
(H32)

2025
(H37)

2030
(H42)

2035
(H47)

2040
(H52)

総人口 206,554 199,205 192,493 186,663 179,524 170,863 161,155 151,048 141,142

30,877 28,555 25,861 22,682 19,466 17,068 14,985 13,623 12,727

14.9% 14.3% 13.4% 12.2% 10.8% 10.0% 9.3% 9.0% 9.0%

141,524 129,113 118,012 109,446 102,914 97,270 90,711 82,115 72,396

68.5% 64.8% 61.3% 58.6% 57.3% 56.9% 56.3% 54.4% 51.3%

34,153 41,537 48,620 54,535 57,144 56,525 55,459 55,310 56,019

16.5% 20.9% 25.3% 29.2% 31.8% 33.1% 34.4% 36.6% 39.7%

老年人口

年少人口

生産年齢
人口

老年人口

年少人口

生産年齢
人口



4 

 

人口動態では、自然動態に比べて社会動態の影響を大きく受けており、2005 年（平

成 17 年）以降は、死亡者数が出生者数を上回る「自然減」の状態が加わり、人口減少

に拍車がかかっています。 

【日立市の自然増減・社会増減の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料 H27 年 3 月日立市まち・ひと・しごと創生総合戦略

地区別の人口減少率では中里地区での減少が著しく、高齢化率では、中里地区や青葉台・

中丸団地などの山側住宅団地がある市街地西側の地区で高くなっています。 

＜地区別人口減少率＞           ＜地区別高齢化率＞ 

資料 日立市公共交通網形成計画

台原団地 

金沢団地 

中丸団地 

山の神・ 

青葉台・堂平団地 
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５年ごとに国が行っている住宅・土地統計調査によると、日立市の住宅総数は平成 20 年

調査に比べ 4,490 戸（5％）増加しています。 

また、空き家総数（推計値）は17,010戸となっており平成20年調査に比べ4,260戸（33％）

増加しています。 

空き家率は 18.2%で全国平均の 13.5%、茨城県平均の 15.1%に比べて高く、県内の他の自

治体と比べても高い状況にあります。 

 

【住宅総数及び空き家数の推移・茨城県との比較】 

 平成 10 年 平成 15 年 平成 20 年 平成 25 年 

日立市 

空き家数 （9,050） （10,750） 12,750 17,010 

空き家率 （11.9%） （13.5%） 14.3% 18.2% 

居住あり （66,460） （68,360） 76,040 76,590 

住宅総数 （76,280） （79,610） 89,110 93,600 

茨城県 

空き家数 137,900 152,900 187,600 192,100 

空き家率 13.0% 13.5% 15.3% 15.1% 

居住あり 926,900 983,000 1,036,200 1,076,100 

住宅総数 1,064,800 1,135,900 1,223,800 1,268,200 

（注）日立市の平成 10 年、平成 15 年は、旧十王町を含まない数値（旧十王町は調査対象外） 

 

【県内他自治体との空き家率の比較】 
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【平成 25 年の空き家数】 

空き家の種類 総数 

一戸建て 長屋建・共同住宅・その他 

総数 木造 非木造 総数 木造 非木造 

空き家総数 17,010 - 4,830 4,700 130 12,170 2,250 9,920 

二次的住宅 70 0.4% 40 40 - 20 - 20 

賃貸用の住宅 12,390 72.8% 660 660 10 11,730 2,140 9,590 

売却用の住宅 270 1.58% 200 190 10 70 - 70 

その他の住宅 4,290 25.2% 3,930 3,820 110 350 110 240 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

空き家の種類別割合では、他の自治体と比べ「賃貸用」の空き家（空き室）の割合が高く、

一方で「その他の住宅」の空き家の割合は低い状況です。 

【県内他自治体との空き家の種類別比較】 

 

参考 住宅総数に占めるその他の住宅の空き家数の割合 4.58%（4,290 戸/93,600 戸）

66.74% 

72.84% 

64.14% 
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16.22% 

37.23% 37.35% 
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76.86% 

62.29% 

42.29% 
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二次的住宅 

賃貸用 

売却用の住宅 

その他 

二次的住宅, 

70 , 0% 

賃貸用の住宅, 

12,390 , 73% 

売却用の住宅, 

270 , 2% 

その他の住宅, 

4,290 , 25% 

空き家の種類 

 

空き家の種類 概要 

二次的住宅 

別荘 
週末や休暇時に避暑・保養などの目的で使用される住宅で、普段は人が住んで

いない住宅 

その他 
ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに寝泊まりする等、た

まに寝泊まりしている人がいる住宅 

賃貸用の住宅 新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

売却用の住宅 新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院等のため居住世帯が

長期にわたって不在の住宅や、建て替え等のために取り壊すことになっている

住宅等（注：空き家の区分の判断が困難な住宅を含む。）  
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住宅・土地統計調査の数値は推計値であることから、空家等の実態調査を行い、2,878

戸の空家等を確認しました。 

外観目視による調査の結果、「危険」、「著しく危険」とした空家等については、再調査を

行いました。 

（ア）調査地区 日立市内全域 

（イ）調査時期 平成 28年 5 月中旬から 8月 5日まで 

（ウ）調査対象 5,254 戸 

    水道の閉栓データや固定資産税が課税客体除外になっている又は納付書の送付先が

市外となっている物件、住宅地図の表示などから概ね年間を通して空き家になってい

ると考えられる戸建住宅を重点調査建物として抽出し、外観目視（電気・ガス・水道

の使用状況、郵便物、生活感など）、近隣住民からの聞き取りなどを行いました。 

    ※賃貸共同住宅（アパート・マンション等）の空き室は対象外 
 

  日立市内全域で 2,878 戸の空家等を確認しました。 

  そのうち、屋根、外壁等が脱落するなどのおそれがある「著しく危険」レベルの空

家等は 86戸ありました。 

 

  

 

 

 

 

 
 

 

空家等の状態 

区分 状態の概要 

良好 適切な管理がされており、良好で特に問題がない状態 

やや良好 管理頻度が低く、時期により雑草の繁茂等が見られるが、概ね良好な状態 

難あり 外壁の剥落や雑草・立木の繁茂などにより隣地等への悪影響がある状態 

危険 建物・塀が老朽化し、一部に破損・脱落等が見られる状態 

著しく危険 建物の倒壊、その他保安上危険となるおそれがある状態 

  

区 分 本庁 多賀 南部 日高 豊浦 西部 十王 総数 

空家数(戸) 925 908 443 258 115 38 191 2,878 

割 合 32.1% 31.6% 15.4% 9.0% 4.0% 1.3% 6.6% 100.0% 

状 

態 

良好 122 203 80 59 22 2 40 528(18%) 

やや良好 265 273 105 71 46 12 57 829(29%) 

難あり 401 353 172 105 30 17 71 1,149(40%) 

危険 92 72 73 16 11 3 19 286(10%) 

著しく危険 45 7 13 7 6 4 4 86( 3%) 
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  支所管内別の空家等率では、本庁管内及び多賀管内がそれぞれ 32％と同率となって

おり、合計すると全体の 64％を占めています。 

これに南部地区の 15％を加えると、空家等の約 80％が本庁管内以南に存在している

こととなります。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

  状態別の空家等数では、難ありが 1,149 戸（40％）と一番多く、次いでやや良好 829

戸（29％）、良好 528 戸（18％）、危険 286 戸（10％）、著しく危険 86戸（3％）の順と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

空家等実態調査による空家等数 

住宅総数 

（Ｈ25 住宅・土地統計調査） 

住宅総数 

（Ｈ28 資産税データ） 

件数 空家等率 件数 空家等率 

2,878 93,600 3.1% 69,478 4.1% 

※参考 Ｈ25 住宅・土地統計調査における空き家率（再掲） 
 ①空き家率 18.2%（空き家総数 17,010 戸/住宅総数 93,600 戸） 
②住宅総数に占めるその他の住宅の空き家率 4.58%（その他の住宅の空き家数
4,290 戸/住宅総数 93,600 戸） 

③空家総数に占めるその他の住宅の空き家率 25.2%（その他の住宅の空き家数 4,290
戸/空き家総数 17,010 戸） 

本庁, 

925, 32% 

多賀, 

908, 32% 

南部, 

443, 15% 

日高, 

258, 9% 

十王, 

191, 7% 

豊浦, 

115, 4% 

西部, 

38, 1% 

難あり, 

1,149, 

40% 

やや良

好, 829, 

29% 

良好, 

528, 18% 

危険, 

286, 

10% 

著しく危

険, 86, 

3% 

支所管内別空家等数 n=2878 戸 

状態別空家等数 n=2878 戸 
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町名別でみると、空家等数としては、西成沢町（141 件）と久慈町（244 件）に多く見ら

れます。 

空家等率としては最も高いのは白銀町（8.29%）で、次いで相賀町（7.22%）、中深荻町

（7.14%）の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良好 やや良好 難あり 危険 著しく危険

1 十 王 町 伊 師 1,260 30 6 13 9 2 0 2.38%

2 十王町伊師本郷 719 30 6 8 14 2 0 4.17%

3 十 王 町 山 部 402 17 1 4 11 1 0 4.23%

4 十 王 町 高 原 272 17 2 4 6 5 0 6.25%

5 十 王 町 黒 坂 47 2 0 2 0 0 0 4.26%

6 十 王 町 友 部 1,675 78 14 22 29 9 4 4.66%

7 十 王 町 友 部 東 364 10 4 4 2 0 0 2.75%

8 十 王 町 城 の 丘 733 7 7 0 0 0 0 0.95%

5,472 191 40 57 71 19 4 3.49%

9 川 尻 町 2,819 90 19 33 21 11 6 3.19%

10 砂 沢 町 450 15 2 10 3 0 0 3.33%

11 折 笠 町 460 10 1 3 6 0 0 2.17%

3,729 115 22 46 30 11 6 3.08%

12 小 木 津 町 1,989 68 11 15 34 4 4 3.42%

13 日 高 町 1,462 63 8 14 30 10 1 4.31%

14 相 田 町 852 28 11 9 8 0 0 3.29%

15 田 尻 町 2,663 89 19 33 33 2 2 3.34%

16 か み あ い 町 743 10 10 0 0 0 0 1.35%

7,709 258 59 71 105 16 7 3.35%

21 滑 川 本 町 1,300 57 7 16 29 3 2 4.38%

22 東 滑 川 町 828 48 6 14 26 0 2 5.80%

23 滑 川 町 855 55 3 22 22 6 2 6.43%

24 本 宮 町 828 26 3 11 10 2 0 3.14%

25 宮 田 町 563 33 3 8 15 5 2 5.86%

26 白 銀 町 434 36 1 11 16 2 6 8.29%

27 高 鈴 町 1,092 64 13 10 19 9 13 5.86%

28 神 峰 町 554 32 4 10 14 2 2 5.78%

29 若 葉 町 428 23 3 5 10 4 1 5.37%

30 東 町 963 66 3 10 33 13 7 6.85%

31 平 和 町 227 12 0 0 4 8 0 5.29%

32 幸 町 564 8 0 4 4 0 0 1.42%

33 弁 天 町 726 27 1 6 18 2 0 3.72%

34 鹿 島 町 878 26 3 6 15 2 0 2.96%

35 助 川 町 1,011 68 8 9 35 12 4 6.73%

36 城 南 町 666 37 7 12 16 2 0 5.56%

37 旭 町 351 22 2 7 8 5 0 6.27%

38 会 瀬 町 1,231 49 7 18 18 6 0 3.98%

39 相 賀 町 180 13 2 5 5 1 0 7.22%

40 東 成 沢 町 646 41 3 8 25 3 2 6.35%

41 中 成 沢 町 1,106 41 10 8 19 3 1 3.71%

42 西 成 沢 町 2,237 141 33 65 40 2 1 6.30%

43 成 沢 町 7 0 0 0 0 0 0 0.00%

17,675 925 122 265 401 92 45 5.23%

17 入 四 間 町 222 7 0 0 3 3 1 3.15%

18 東 河 内 町 316 16 1 6 8 0 1 5.06%

19 中 深 荻 町 154 11 0 5 4 0 2 7.14%

20 下 深 荻 町 298 4 1 1 2 0 0 1.34%

990 38 2 12 17 3 4 3.84%

44 諏 訪 町 2,564 82 40 19 17 4 2 3.20%

45 鮎 川 町 1,365 39 6 9 18 6 0 2.86%

46 国 分 町 404 19 2 4 13 0 0 4.70%

47 河 原 子 町 889 58 6 12 34 5 1 6.52%

48 東 多 賀 町 1,364 63 7 21 30 5 0 4.62%

49 多 賀 町 925 37 7 10 17 2 1 4.00%

50 桜 川 町 659 19 4 9 6 0 0 2.88%

51 中 丸 町 593 31 15 10 6 0 0 5.23%

52 末 広 町 877 28 5 7 14 2 0 3.19%

53 大 久 保 町 1,374 48 6 11 28 3 0 3.49%

54 千 石 町 859 59 4 13 25 16 1 6.87%

55 塙 山 町 716 27 12 11 4 0 0 3.77%

56 東 金 沢 町 1,742 53 6 19 27 1 0 3.04%

57 金 沢 町 2,174 61 13 26 19 3 0 2.81%

58 台 原 町 774 23 8 15 0 0 0 2.97%

59 大 沼 町 1,144 51 10 17 19 5 0 4.46%

60 東 大 沼 町 2,280 89 19 28 33 7 2 3.90%

61 水 木 町 1,334 54 5 13 26 10 0 4.05%

62 森 山 町 1,549 47 14 17 13 3 0 3.03%

63 み か の 原 町 541 20 14 2 4 0 0 3.70%

24,127 908 203 273 353 72 7 3.76%

64 大 み か 町 2,095 61 10 24 21 6 0 2.91%

65 久 慈 町 3,769 244 37 42 108 52 5 6.47%

66 南 高 野 町 1,048 39 12 12 9 6 0 3.72%

67 石 名 坂 町 1,251 53 12 14 19 3 5 4.24%

68 大 和 田 町 439 13 1 4 7 0 1 2.96%

69 神 田 町 280 10 3 3 4 0 0 3.57%

70 留 町 474 11 3 3 2 1 2 2.32%

71 茂 宮 町 238 4 0 1 1 2 0 1.68%

72 下 土 木 内 町 155 8 2 2 1 3 0 5.16%

73 み な と 町 27 0 0 0 0 0 0 0.00%

9,776 443 80 105 172 73 13 4.53%

南
部

十
王

豊
浦

日
高

本
庁

西
部

多
賀

空家等件数 空家率居宅等棟数町　　名№地区

十王計

豊浦計

日高計

西部計

本庁計

多賀計

南部計
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   空家等の建築時期については、「昭和 25 年以前」が 7.6％、「昭和 26 年～昭和 35 年」

が 7.1%、「昭和 36年～昭和 45年」が 22.2%、「昭和 46年～昭和 55 年」が 21.5%となっ

ており、昭和 55 年以前の空家等が全体の 58.4%を占めています。 

   「昭和 56年～平成 2年」が 10.4%、「平成 3年から平成 12年」が 5.0%、「平成 13 年～

平成 22 年」が 1.6%、「平成 23年以降」が 0.3%となっており、建築年が不明なものが 24.2%

ありました。 

214 

7.6% 

198 

7.1% 

624 

22.2% 

604 

21.5% 

292 

10.4% 

141 

5.0% 

46 

1.6% 

8 

0.3% 

679 

24.2% 

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

昭和25年以前 昭和26年～昭和35年 昭和36年～昭和45年 

昭和46年～昭和55年 昭和56年～平成2年 平成3年～平成12年 

平成13年～平成22年 平成23年以降 不明 

空家等の建築時期 n=2806 戸 

※実態調査により判明した空家等と資産税データが突合したものについて集計（Ｈ28．1.1 現在） 
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本計画作成の基礎資料とするため、実態調査により確認した空家等について、所有者等

に意向調査を行いました。 

（ア）調査対象者 空家等の所有者等（相続人、管理人を含む） 

         ２，１１５人 

（イ）調査の方法  実態調査で確認した空家等について、固定資産税課税データによ

り所有者等を特定したうえで、郵送により調査票を配布し、郵送

による調査票の回収を行った。 

（ウ）調査時期  回答時（平成 28 年 11 月 18 日から 12 月 5 日まで） 

（エ）回答数 １，０８８件（回収率 52%） 

※平成２８年１２月３１日時点での意向調査回収状況 

 

  調査実施フロー 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

空家等調査の結果（住宅地図ベース） 

GIS データ地番図により地番を調査 

固定資産税家屋マスターの地番データと突き合わせ 

特定不能（分筆や同一所在に複数の建物があ

る場合など）１，３９３件 

所在及び所有者の特定 ２，１１５件 特定不能又は複数所有によ

る調査除外 ７６３件 

宛先不明 ６１件 

未回収 ９６６件 調査票回収 １，０８８件 

調査票到達 ２，０５４件 
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（ア）空家等の現状について 

  ａ 空家等になってからの経過期間 

「5年以上 10年未満」が 27.87%、「1年以上 3年未満」が 23.93%、「10 年以上」

が 23.71%、「3年以上 5年未満」が 20.67%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｂ 空家等になった理由 

「所有者が住んでいたが亡くなった」が 43.76%、「所有者が住んでいたが転居し

た」が 25.87%、「所有者が住んでいたが施設に入所または長期入院等している」が

16.09%、「取得したが住んでいない」が 6.64%となっており、「その他」の理由によ

る空き家化が 7.65%ありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5年以上10年未満 

248件 

27.87% 

1年以上3年未満 

213件 

23.93% 

10年以上 

211件 

23.71% 

3年以上5年未満 

184件 

20.67% 

1年未満 

28件 

3.15% 

不明 

6件 

0.67% 

所有者が住んで

いたが亡くなっ

たため 

389件 

43.76% 

所有者が住んで

いたが転居した

ため 

230件 

25.87% 

所有者が住んで

いたが施設に入

所、または長期

入院等している

ため 

143件 

16.09% 

その他 

68件 

7.65% 

取得したが住ん

でいないないた

め 

59件 

6.64% 

空家等になってからの経過期間 n=890 

空家等になった理由 n=889 



13 

 

（イ）空家等の管理について 

  ａ 空家等の現在の状況 

「小修繕が必要だが利用可能」が 42.41%、「すぐに利用可能」が 32.06%、「老朽化や

破損があり利用は困難」が 17.89%、「老朽化や破損があり撤去が必要」が 3.71%となっ

ており、5戸の空き家については「倒壊等しており危険である」という状態を認識し

ているという回答がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ｂ 管理の頻度 

「年に数回」が 39.80%、「月に数回」が 31.95%、「週に数回」が 10.31%、「何も行っ

ていない」が 7.74%、「年に 1回以下」が 5.72%、「毎日」が 4.48%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小修繕が必要だ

が利用可能 

377件 

42.41% 

すぐに利用可能 

285件 

32.06% 

老朽化や破損が

あり利用は困難 

159件 

17.89% 

老朽化や破損が

あり撤去が必要 

33件 

3.71% 

分からない 

30件 

3.37% 

倒壊等しており

危険である 

5件 

0.56% 

年に数回 

355件 

39.80% 

月に数回 

285件 

31.95% 

週に数回 

92件 

10.31% 

何も行っていな

い 

69件 

7.74% 

年に1回以下 

51件 

5.72% 

毎日 

40件 

4.48% 

空家等の現在の状況 n=884 

管理の頻度 n=892 
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  ｃ 管理の内容（複数回答） 

「庭木の手入れ」が一番多く、次いで、「空気の入れ替え」、「家の中の掃除」、「郵便

物等の整理」の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  ｄ 管理を行っている者 

「自分または家族」が 88.24%で大多数を占め、「親類、知人等」と合わせると 94.84%

であり、ほとんどが自己又は身近な関係者で管理しており、「業者等」に依頼している

のは 4.20%と少数でした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）平成 28 年 4 月から 11月までの空き家に関する相談件数 
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自分または家族 

735件 

88.24% 

親類、知人 

55件 

6.60% 

業者等 

35件 

4.20% 

その他 

8件 

0.96% 

管理の内容 n=2,660 

管理を行っている者 n=833 

相談件数 n=45 
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  ｅ 管理上の課題（複数回答） 

「困っていることはない」が一番多く、次いで「距離が遠い」、「体力的・年齢的な

問題」、「時間がない」の順となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）空家等についての今後の予定（複数回答） 

「売りたい」が一番多く、次いで「未定、予定なし」、「将来住む予定」、「解体して更地

にしたい」の順となっています。 

また、「市に買い取ってもらいたい」、「市に寄付したい」という意見もありました。 
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（エ）利活用での課題（複数回答） 

  「解体に費用がかかる」が一番多く、次いで「困っていることはない」、「家財道具等の

処分に困っている」、「売るか貸すかしたいが相手がいない」の順になっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）空家等の管理や利活用に関する市への要望 

  空家等の管理や利活用についての市への要望として、主に次のような意見や要望があり

ました。 

項目 主な意見・要望 

家財道具の処分（5件） ・建物内の不用品を廃棄したいが方法が分からない。 

解体・処分（35 件） 

・住んでいた母が施設に入所している。母をこの家から送り出したいと考

えている。その後解体を考えているが、費用の工面がつかず相続税も心配

である。 

・生活に余裕がないため費用の助成があれば解体を検討したい。 

・どんな方法でも良いから処分したい。 

・解体費用の適正額が分からない。分かれば早急に解体したい。 

・解体する際に業者を紹介してほしい。 

・空き家を貸したい人・借りたい人が登録できる空き家バンクを作ってほ

しい。 

流通・利活用（51 件） 

・6年間売りに出しているが売れない。市に買取の制度があれば相場を教え

てほしい。市に寄付した場合の特典はあるのか、寄付を受け付けているの

か併せて伺いたい。 

・業者に売却を依頼しているがなかなか売れないで困っている。更地にす

ると固定資産税が大分上がると聞いているので市への寄付も考えている。 

・固定資産税が高すぎるので売りたい。解体費用も高いので現状のままで

売りたいが、どうしていいか分からない。 

建築関係（5件） 
・建築基準法が変わって建て替えが困難な状況である。負担が少なく住む

方法があればアドバイスして欲しい。 

管理（2件） ・空き家関連のメンテナンス業者を紹介してほしい。 

権利関係の整理（7件） ・名義変更の相談に乗ってほしい。 

その他（42） 

・市への移住・起業する場合の支援等があれば教えてほしい。 

・相談会を開催して欲しい。 

・適正な不動産業者を紹介して欲しい。 

・売却したいが相談先が分からない。 
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昭和 50 年代までに完成した住宅団地では少子高齢化が進行しており、特に山側住宅団地にお

ける高齢化率を見ると、青葉台・堂平団地（昭和 45、48 年完成）では 45.2%、金沢団地（昭和

50 年完成）では 48.1%、塙山団地（昭和 51年完成）では 45.0%と高くなっています。 

【住宅団地ごとの高齢化率 平成 25 年 10 月１日現在】 

団地名 完成年 高齢化率 人口 年少 生産年齢 高齢 

山

側

住

宅

団

地 

高鈴台団地 昭和 54 年 
％ 

30.1 

人 

939 

人 

78 

人 

578 

人 

283 

山の神団地 昭和 44 年 31.3 1,376 124 821 431 

青葉台団地 昭和 45 年 
45.2 2,295 150 1,107 1,038 

堂平団地 昭和 48 年 

平和台団地 昭和 43 年 
20.5 1,629 352 943 334 

ライフタウン石内 平成 23 年 

クラシード潮見台 昭和 62 年 8.8 571 36 485 50 

金沢団地 昭和 50 年 48.1 2,314 202 999 1,113 

根道ヶ丘団地 昭和 49 年 41.8 703 53 356 294 

中丸団地 昭和 61 年 35.4 1,538 110 884 544 

塙山団地 昭和 51 年 45.0 1,822 141 861 820 

台原団地 昭和 60 年 29.3 2,071 141 1,324 606 

みかの原団地 昭和 49 年 27.2 1,508 177 921 410 

グリーンタウン 

上合団地 
平成 12 年 11.2 2,335 182 1,891 262 

コモンステージ十王 

・城の丘 
平成 18 年 2.2 2,363 870 1,440 53 

平

地

団

地 

大沼団地 昭和 43 年 37.7 2,074 199 1,094 781 

金井戸団地 昭和 43 年 36.9 1,605 168 845 592 

下相田団地 昭和 44 年 33.9 2,098 193 1,193 712 

小貝ヶ浜団地 昭和 51 年 39.9 371 17 206 148 

豊良台団地 昭和 53 年 37.6 858 69 466 323 

 市全体 － 27.0 191,674 23,816 116,101 51,757 

資料 日立市住生活基本計画 
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山側団地においては、高齢化の進行に伴い、転居などによる空き家が目立ち始めているため、

広い居住面積や庭を希望する子育て世帯の住み替えの可能性を把握することを目的に意向調査

を実施しました。 

  （ア）調査地区   山側住宅団地 13 団地 

（高鈴台団地 山の神団地 青葉台団地 堂平団地 平和台団地 

クラシード潮見台 小咲台団地 中丸団地 塙山団地 金沢団地 

台原団地 根道ヶ丘団地 みかの原団地） 

（イ）調査時期   平成 28年 7月 28 日～8月 12 日 

（ウ）調査対象世帯 ３，９５６世帯 

（「市民ニーズ調査」及び「男女共同参画に関する市民アンケート」回答世帯を除く山側住

宅団地に居住する世帯の約８０％が対象） 

  （エ）回答数    ２，４９８通（回収率６３．１％） 

（ア）今後の居住意向 

 61%の居住者が「住み続けたい」という意向を示しています。 

 反対に「住み替えたいが難しい（9％）」、「住み続けたいが難しい（5％）」、「住み替えたい

（4％）」という意見を合計すると、18％の居住者が住み替えの意向を示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の居住意向 n=2,498 

住み続けたい, 

1528, 61% 
現時点ではどち

らともいえない, 

428, 17% 

住み替えたい

が難しい, 

232, 9% 

住み続けたい

が難しい, 

130, 5% 

不明, 95, 4% 住み替えたい, 

85, 4% 
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（イ）山側住宅団地の今後の方向性について 

  山側住宅団地の今後の方向性については、「新たな居住者を積極的に受け入れたい

(33％）」、「住みたいという人は誰でも受け入れたい（21％）」という意見が多く見られまし

た（合計 54％）。 

一方で、「既存住民の利便性向上だけに取り組んで欲しい（17％）」という意見も一定数

ありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）個人住宅以外での利用用途について 

  建物用途を個人住宅以外に変更する場合で有効と思われるものとしては、「会社の社宅

（36％）」が一番多く、次にシェアハウス（大学生・社会人）としての利用（合計 28％）、

「セカンドハウス・別荘（17％）」という意見がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山側住宅団地の今後の方向性について 

n=2,498 

住宅以外の利用用途について n=4,235 
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てもよい, 113, 

5% 

特に何もしなく
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その他, 93, 4% 

会社の社宅, 1540, 

36% 

セカンドハウス、

別荘, 715, 17% 

大学生のシェアハ

ウス, 693, 16% 

社会人のシェアハ

ウス, 506, 12% 

起業者のオフィ

ス, 364, 9% 

その他, 226, 5% 

不明, 191, 5% 
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（ア）調査対象   市内の保育園、幼稚園（認定子ども園も含む）に通園している子ども

を持つ世帯 ３，７５１世帯 

（イ）調査時期   平成 28年 7月 7日～7月 15 日 

  （ウ）回答数    ２，７７６通（回収率７４．０％） 

 

（ア）住宅を取得する時期 

   住宅を取得する時期としては、「子供が進学するとき（33％）」が一番多く、次いで「資

金面に余裕ができたとき（26％）」という意見が多く見られました。 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 （イ）希望する住宅の建て方

   希望する住宅の建て方では、「新築」が 71％を占め、新築志向の強さが見られますが、

「新築・中古こだわりなし（21％）」という意見も一定数ありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住宅を取得する時期 n=639 
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社宅の家賃補助が
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2% 

希望する住宅の建て方 n=409 

新築住宅, 
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17, 4% 
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い, 12, 3% 

不明, 3, 1% 
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（ウ）周辺の環境で重視するものについて（複数回答） 

  周辺の環境で重視する点については、「通勤・通学のしやすさ」が最も多く、次いで、

「食料品や日用品の買い物のしやすさ」、「小学校区（現住所との連続性など）」を重視す

るという意見が多く見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（エ）山側住宅団地への居住意向 

   山側住宅団地への住み替えについて「検討の対象とならない」が 50％であり、検討の

対象として考えていないと思われる「わからない」という回答を合わせると 81％を占め

ています。 
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周辺の環境で重視するものについて n=1,504 

検討対象にな

らない, 495, 

50% 

わからない, 

313, 31% 

検討対象にす

る, 193, 19% 

山側住宅団地への居住意向 n=1,001 
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人口減少や高齢化などの社会的背景や各種調査の結果及び市に寄せられている相談などに

より空き家を取り巻く現状を分析し、３つの課題を見出しました。 

 

平成 26 年度に国土交通省住宅局が実施した「空家実態調査」の集計結果では、人が住

まなくなった主な理由として最後に住んでいた人が「死亡した」が 35.2%と最も多く、

また、日立市の「空家等の所有者等に対する意向調査（以下「意向調査」）」でも「所有

者が住んでいたが亡くなった」が 43.76%と最も多い結果となっており、相続関係が整理

されないことが適切に管理されない空き家の発生要因になっていると想定されます。 

 

「空家実態調査」及び市の意向調査で空き家発生の２番目に多い理由として「転居」

が挙げられています。 

1975 年（昭和 50年）頃から社会減の状態が続き、平成 25・26 年と 2年連続で社会減

が全国 2位となっている本市においては、今後、空き家が著しく増加することが想定さ

れます。 

 

また、高齢の所有者が施設に入所するなどにより空き家となるケースもあり、高齢化

率の高い本市において、今後ますます増加することが想定されます。 

 

【人が住まなくなった主な理由】 
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日立市調査（再掲） 
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管理上の障害、課題としては、「遠方に住んでいるので管理が困難」と答えている割合

が多く、管理の頻度も年に 1～数回、数年に 1回と少ないことから管理不全空き家とな

る可能性が高いと考えられます。 

なお、日立市の「空家等の所有者等に対する意向調査」においても、「距離が遠い（遠

方に住んでいる）」、「体力的、年齢的な問題」という意見が多く、国の調査と同様の傾向

が見られました。 

 

【管理上の障害、課題】 

国土交通省調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日立市調査（再掲） 
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わが国の現状として、新築住宅に比べて中古住宅の流通シェアは少ない状況です。 

国土交通省の H26 年度住宅市場動向調査（分譲戸建住宅購入者へのアンケート調査結

果）での中古住宅を購入しなかった理由では「新築の方が気持ちがいい」という回答が

圧倒的に多く、中古住宅に対する心理的な抵抗感が多くみられます。 

新築志向は山側住宅団地住み替えシステム検討における子育て世帯への意向調査でも

同様に見られました。 

また、中古住宅に対して「隠れた不具合」、「耐震性や断熱性」、「給排水管などの

設備の老朽」といった構造や性能に対する不安が挙げられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料 H26 住宅市場動向調査 

日立市調査 子育て世帯の希望する住宅の建て方（再掲）
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本市は、昭和 30 年代から 40年代にかけて工場労働者をはじめ多くの人々が各地から

転入しました。 

その住宅需要を受け、住宅団地が増加しましたが、現在では人口減少が著しい状況で

あり空き家化が加速しています。 

わが国では、木造戸建住宅を築後 20年で市場価値ゼロとみなす取引慣行が存在してい

空家等の建築時期を見ると（Ｐ10参照）半数以上となる 58.4%が人口増加期でますが、

ある昭和 55 年以前に建築されたものであり、経過年数は 37年以上（平成 29 年 1月 1日

現在）で新耐震基準（S56 年～）を満たさず、中古住宅としての流通は困難な状況です。 

   さらに、本市の特徴的な住環境である山側住宅団地について、不動産業者では、地形

的な要因と市街地からの距離によって日常の利便性が低いことに加え、各宅地に築かれ

ている擁壁の耐久力が不明であり、将来、トラブル発展するリスクがあることから取引

の対象としていないという状況です。 
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 空き家は個人財産であるため民対民で解決することが基本ですが、「空家等の所有者

等に対する意向調査」で市に寄せられた要望では「解体業者を紹介して欲しい」、「名義

変更のやり方を教えてもらいたい」、「売却の手助けをしてもらいたい」、「市で買い取っ

てもらいたい」といった意見が多く見られました。 

これは、相続、遺言、後見制度、隣接土地との境界問題などに関する法的な知識や、

固定資産税、譲渡所得税などの税に関する知識、リフォーム、インスペクションなどの

建築に関する知識などが必要であり、売却や解体においては知り合いの業者がいないな

ど適切な相談先がないことによるものと考えられます。 

また、「解体除去の費用が捻出できない」、「解体した後の固定資産税が負担となる」な

ど市の支援に対する要望もみられました。 
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 この計画の対象地区及び対象とする空き家の種類は、次のとおりです。 

     日立市全域 

             ※今後、都市計画マスタープランの改定や立地適正化計画の策定を

踏まえ、必要に応じて重点地区を定めることなどを検討します。 

 

 法第２条第１項に規定される「空家等」とします（法第２条第２項

に規定する「特定空家等」を含む。共同住宅の場合には全室が空き

家となった場合のみ対象。）。 

            ※地域活性の観点から「店舗」、「工場」なども対象としますが、本

計画の主な対象は「1戸建ての住宅」とします。 

              

 

  具体的には次の要件全てに該当するものです。 

  ① 建築基準法に定義される「建築物又はこれに付属する工作物」及びその敷地（立木その

他の土地に定着する者を含む）であること 

   ※建築物が、老朽化等により既に倒壊した状態のものや、火災等により残材等が残る状態

ものも含みます。 

  ② 概ね年間を通して居住その他の使用がなされていないこと 

  ③ 国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものでないこと 

 

空家等（法第２条第１項） 

 建築物又はこれに付属する工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は

地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

 

特定空家等（法第２条第２項） 

   そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有

害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なって

いる状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態に認め

られる空家等をいう。 
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 空家等の有効な対策を実施するためには、第一に所在や状態などの実態を把握することが重要

です。 

 そのため、市では、国が実施する国勢調査や住宅・土地統計調査、市が実施する都市計画基礎

調査などのデータを活用して傾向を把握するとともに、５年に 1度の実態調査を実施することと

します。 

その他の年では資産税情報や水道の閉栓状況を活用することやコミュニティへの聞き取りなど

による効率的な調査を実施します。 

また、日常的に市民やコミュニティ、警察などから得られる情報・苦情などについては、その

都度現地確認し、所有者等への助言、指導を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内実態調査 初年度（H28） 

（都市計画基礎調査実施年） 

市内実態調査 （H3３） 

水道データ・資産税データ等による情報更新（H2９） 

水道データ・資産税データ等による情報更新（H30） 

（住宅・土地統計調査実施年） 

水道データ・資産税データ等による情報更新（H3１） 

（国勢調査実施年） 

水道データ・資産税データ等による情報更新（H３２） 
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 本市における空家等の課題に対して総合的な対策を推進するための３つの基本的な方針を示し

ます。 

 

   法第３条には「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等

の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているように、第一義的には、空家等の所

有者等が自らの責任により的確に対応することとされています。 

   しかしながら、相続等で取得した所有者などでは、管理責任の認識が希薄な方もおり、管

理不全空家が発生する原因となっています。 

そのため、市では、所有者等に対し適切な管理の意識を高めてもらうための周知や広報な

どの働きかけを行い、安全・安心で快適な生活環境を保全します。 

 

   空家等のなかには、利活用が可能なものも少なくありません、リフォームによる中古住宅

としての流通をはじめ、地域のコミュニティスペースなどにも利用することができれば、地

域活力の向上にもつながります。 

   そのため、市では、空家等の流通を促進する仕組みの構築や、空家等を除却した後の空き

地の有効活用を進めるための検討を行います。 

 

市が空家等対策の総合的な取組を推進するにあたっては、庁内の関係各課が連携して情報

を共有し、連携することに加え、空家等の所有者等が抱える空家等の管理、利活用や相続の

問題などに対応するため、専門知識を持った不動産、法務、建築など多様な連携体制を構築

します。
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 「３－３基本方針」で掲げた空家等対策については、以下のとおり実施体制を構築して取

り組みます。 

  本計画の策定にあたっては、日立市空家等対策協議会条例を制定し、市長の附属機関と

して「日立市空家等対策協議会」を設置して検討しました。 

  委員は、学識経験者、空家等に関係する各業界の専門家及び市民代表を加え、専門的で

多角的な議論を行えるように選出しました。 

また、その機能を活かし、特定空家等の認定基準の策定についても意見を聴取しました。 

  今後も、計画の変更並びに計画の実施に関することや特定空家等の認定並びに措置方針

などの重要案件の審議等に活用し、公正で実効性のある空家等対策を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

  市における空家等対策の総合的な推進及び利活用施策を検討することについて、庁内の

関係部課と連携して取り組むため「日立市空家等対策検討委員会」を設置しました。 

  当該委員会は、空家等対策に係る第１次の検討組織であり、本計画や特定空家等認定基

準の素案作成、特定空家等として認定すべき物件の選定などを行い「日立市空家等対策協

議会」に上程することを主な役割としています。 
 

 日立市空家等対策検討委員会の役割 

 ・空家等対策計画に関すること 

 ・関係課の役割分担及び協力、連携体制の整備に関すること 

 ・立ち入り調査及び特定空家等の認定並びにその措置に関すること 

 ・空家等の発生抑制施策及び利活用施策に関すること 

 ・日立市空家等対策協議会に関すること 

 ・その他空家等対策の推進に関し必要な事項 
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  空家等の適切な管理や利活用など、所有者等の抱える問題に対し、不動産、法務、建築

などの関係団体との連携・協力体制を構築するなどにより真に効果的な対応が可能となる

ような取り組みを行います。 

 

空家等対策の実効性を高めるため、「日立市空家等対策の推進に関する条例」を制定しま

した。
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  少子高齢化や転出等による人口減少により、本市の空家等は年々増加する傾向にありま

す。 

空家等対策においては、まず、空き家化を予防することが望ましいと考えます。 

また、空き家化した住宅については、所有者等が適切に維持管理することや、利活用の

方法を探ることが重要です。 

空家等の適切な管理は所有者等の考え方によることが大きいことから、市では所有者へ

の啓発として以下の取組を実施します。 

所有者の責務について、法では努力義務を定めており、条例ではより強い義務規定とし

て定めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

市報やホームページ、ケーブルテレビ、ラジオ、チラシなどの広報媒体を活用する

ことにより適切な管理に向けた情報提供や意識啓発を行います。

      また、固定資産税の相続人代表者選任届を相続人宛てに送付する際に、適切な管理

や利活用を促す文書を同封することも検討します。 

 

     

都市政策課住政策推進室を、空家等の適切な管理や利活用などに関する総合窓口と

してワンストップでの相談体制を構築します。 

そのため、民間企業による空き家管理サービス、中古住宅の流通や相続など相談者

が抱えている問題に対応できるよう、関係団体との連携を図ります。 

  

法 第三条 

空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。  

 

条例 第三条 

空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切

な管理を行わなければならない。 
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   弁護士、司法書士、建築士、宅建士などの専門家団体と連携し、空家等に関する無

料相談会を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    市では、耐震、浸水、防犯のそれぞれの対策に係る改修工事を行う場合に、その経

費の一部を助成する「日立市安全・安心・住まいる助成事業」を実施しています。 

この事業を継続的に実施し、周知・広報に努めることで空き家発生の有効な予防策

とします。 

第 1回相談会（Ｈ28.9.25）の様子 第 2回相談会（Ｈ29.1.29）の様子 
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適切な管理が行われていない空家等（以下「管理不全空家等」という。）は、地域住民の

生活環境に悪影響を及ぼします。 

市では、住民からの情報や現地調査などにより管理不全空家等を把握し、所有者等への

助言・指導や行政代執行などの措置により問題の解決を図ります。 

条例では、市民等に対し、適切な管理が行われていない空家等の情報提供について努力

義務を定めています。 

 

 

 

 

 

管理不全空家等については、原則として所有者等が管理責任を負っていることから、

まずは、現地調査や税情報等により所有者等を把握して、電話や文書により助言・指導

し、適切な管理を促します。 

また、所有者等が管理できない理由等を聞き、管理や活用の方法、相続など権利関係

の問題が解決できるよう、相談に応じ、情報提供を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

法 第十二条 

市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対

し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。  

 

条例 第六条 

市は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、

情報の提供、助言その他必要な援助を行うものとする。 

 

条例 第四条第二項 

市民等は、適切な管理が行われていない空家等があると認めるときは、その情報

を市に提供するよう努めるものとする。 
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市民等の身体・生命・財産に対し危険が切迫している空家等については、建築・道路・

災害などのそれぞれの関係課所（署）が、条例に基づく「緊急安全措置」やその他法令

で定める対応手段により危険性を回避します。 

 

 

 

 
 

法令等による危険性回避に関する対応手段 
対応手段 根拠法令等 概 要 

建築基準法に基

づく保安上危険

な既存不適格建

築物等に対する

措置 

建築基準法第 10 条 

・ 特定行政庁は、特殊建築物等のうち、そのまま放置すれば著しく保安上危険となる恐

れがある既存不適格建築物等について、必要な措置を勧告でき、正当な理由なく当該勧

告に係る措置がとられなかった場合において、特に必要と認めるときは命令できる。 

・ 特定行政庁は、現に著しく保安上危険な既存不適格建築物等について必要な措置を命

令できる。 

・特定行政庁は、上記命令に基づく措置が講じられないとき等は代執行できる。 

道路法に基づく

禁止行為等に対

する措置 

道路法第43条、第44条、第47条の

11、第48条、第71条第1項・第3項 

○沿道区域における土地等の管理者の損害予防義務 

○道路保全立体区域内の制限 

○道路管理者等の監督処分 

消防法に基づく

火災の予防のた

めの措置 

消防法第 3 条、第 5 条、第 5 条の

3、第 9 条 

消防長、消防署長その他の消防吏員は、火災の予防に危険であると認める場合に、み

だりに存置された燃焼のおそれのある物件の除去等を所有者等に命ずることができる。

また、消防長又は消防署長は、建築物の構造又は管理等の状況について、火災の予防に

危険であると認める場合に、建築物の改修等を所有者等に命ずることができる。 

 火災の予防のために必要な事項は政令で定める基準に従い市町村条例でこれを定め

る。 

災害対策基本法

に基づく応急公

用負担等 

災害対策基本法第 64 条 

市町村長は、災害が発生した場合等において、応急措置を実施するため緊急の必要が

あると認めるときは、他人の土地、建物その他の工作物を一時使用等できる。 

災害救助法に基

づく救助 

災害救助法第4条第10号 

災害救助法施行令第 2 条第 2 号 

災害に基づく救助として、災害によって運ばれた日常生活に著しい支障を及ぼしてい

るものの除去ができる。 

事務管理 民法第697条 

義務なく他人のために事務の管理を始めた者（管理者）は、その事務の性質に従い、

最も本人の利益に適合する方法によって、その事務の管理（事務管理）をしなければな

らない。 

管理者は、本人の意思を知っているとき、又はこれを推知することができるときは、

その意思に従って事務管理をしなければならない。 

緊急安全措置 
日立市空家等対策の推進に関する

条例第 8 条第 1 項 

市長は、空家等が著しく保安上危険な状態であることが明らかであり、市民等の生命、

身体又は財産に対する重大な被害を防ぐため、緊急の必要があると認めるときは、当該

被害を防ぐために必要な最小限度の措置を講ずることができる。 
  

管理不全空家等のうち、次のような状態にある「特定空家等」に該当すると考えら

れるものについては、庁内の関係課所（署）で組織する「日立市空家等対策委員会」

において情報を共有し、対策を検討します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

≪特定空家等に該当する状態の例≫ 

①そのまま放置すれば、倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

②著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

③適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

④その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 

条例 第八条 

市長は、空家等が著しく保安上危険な状態であることが明らかであり、市民等の

生命、身体又は財産に対する重大な被害を防ぐため、緊急の必要があると認めると

きは、当該被害を防ぐために必要な最小限度の措置を講ずることができる。 
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      特定空家等の認定やその措置などについては、空家等に関する施策を総合的かつ計

画的に実施するための基本的な指針において「国土交通大臣及び総務大臣が別途定め

るガイドラインを参照し」各市町村長が方針を示すことが重要であると明記されてい

ます。 

そのため、市では、「特定空家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要

な指針（ガイドライン）」を参考に、外部の専門家等で組織する「空家等対策協議会」

の意見を参考に認定基準や手続き等を定めました。 特定空家認定基準 資料編参照 

      特定空家等に認定及び措置については、この認定基準に基づき日立市空家等対策協

議会での協議を経て市長が決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（抜粋） 

 

「特定空家等」に該当する建築物等は、地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼ

しているものであることから、各市町村長が「特定空家等」に対してどのような

措置を講ずるのかについて方針を示すことが重要である。具体的には、必要に応

じてガイドラインの記載事項を参照しつつ、例えば各市町村長が「特定空家等」

であることを判断する際の基本的な考え方や、「特定空家等」に対して必要な措

置を講ずる際の具体的な手続等について記載することが望ましい。 
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適切な措置が 

 行われた

適切な措置が 

 行われた

適切な措置が 

 行われない

略式代執行 

法第 14 条第 10項 

特定空家等に該当 

 必要

 不要

 適切な措置が行われた

 検討結果報告

 諮問への回答

特定空家等に非該当 

 

・過失なく措置を命ぜられる者を確知できない場合 

所有者等が不明などの場合 

適切な措置が 

 行われた

 適切な措置が行われない

 適切な措置が行われない

 適切な措置が行われない

日立市空家等対策検討委員会 
 判断

 判断

特定空家等 

候補に非該当 

特定空家等候補に該当 

 諮問

 判断

水道の閉栓データ・ 

防犯、火災予防パトロール等 

市民・コミュニティ・ 

警察などからの情報提供 

現地確認及び所有者調査 

緊急安全措置の要否判断 

完了 

勧告 

【法第 14条第 2項】 

行政代執行 

法第 14 条第 9項 

助言又は指導 

【法第 14条第 1項】 

命令 

【法第 14条第 3項】 

日立市空家等対策検討委員会 

日立市空家等対策協議会 

市 長 

 

 

完 

 

 

 

了 

 

 

 

市 長 

特定空家等候補の判断 

日立市空家等対策協議会 

関係課による情報提供、 

助言その他の援助 

【法第 12 条】 

【行政指導】 

 実施

日立市空家等対策協議会 

緊急安全措置 

【日立市空家等対策条例】 

 実施の報告

 実施

所有者等の有無 
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   実態調査の結果全体の 47％を占める「良好（528 件）」や「やや良好（829 件）」と判定

した空家等については、中古住宅や地域交流、地域活性化、福祉サービスの拡充等に有効

活用できる可能性のあるものも存在します。 

   一方、全体の 53％を占める「難あり（1,149 件）」や「危険（286 件）」、「著しく危険（86

件）」の空家等については、除却して新築することや隣接の宅地拡張用地、農地、駐車場、

ポケットパークなどで活用することが考えられます。 

    そのため、市では、法及び条例の規定に基づき空家等及び空家等跡地の利活用を促進す

る取り組みを行います。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法 第十三条 

市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者

が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報

の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

条例 第七条 

市は、空家等及び空家等の跡地に関する情報の提供その他これらの活用のために

必要な対策を講ずるものとする。 
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空き家となった中古住宅の需要と供給のマッチングを図り、管理不全空家等の発生抑

制と中古住宅の利活用を促進することを目的として、公益社団法人茨城県宅地建物取引

業協会と協定を締結し、日立市ホームページから中古住宅を検索できる仕組みを構築し

ました。 

今後は、空家等の所有者等に情報の掲載を促し、中古住宅や空き地の更なる流通促進

を図ります。 

日立市ホーム―ページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
「不動産物件情報検索システム」にて日立市の情報を抽出して表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リンク 

公益社団法人 茨城県宅地建物取引業協会ホームページ 
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    中古住宅の取得、改修、増築や空き地となっている土地への新築住宅の建築への支援策

を実施し、空家等及び除却した空家等の跡地の活用を促進します。 

    現在、実施している次の施策については、広報・周知を行うとともに、その効果等を検

証し、より実効性の高い制度設計を検討します。 

   

      子育て世帯の市内への転入及び定住の促進並びに空き家の発生抑制及び活用の促進を

図るため、市内に住宅（中古住宅も含む）の取得等をしたものに対し助成する制度 

     助成額 ２０万円（三世代同居の場合には１０万円加算） 

 

     日立市子育て世帯住宅取得等助成事業の対象世帯については、金融機関の住宅ローン

の店頭金利から、各金融機関がそれぞれ定めた利率を引き下げ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内金融機関との連携協定調印式 
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   山側住宅団地の意向調査では、住み続けたいと考えて

いる居住者が 61％と多く見られましたが、高齢化が進ん

でいることから、今後、急速な空き家化が想定されます。 

 また、18％の居住者は、利便性が高いまちなかの住宅

やサービス付き高齢者住宅への住み替えなどを考えてい

ます。 

その一方で、若者・子育て世代は、賃貸住宅等から広い居住環境への住み替えを求め

ており、この両者のマッチングを図ることで、高齢者のまちなか居住による安全・安心

で利便性の高い住環境の実現が図られるとともに、山側住宅団地では空き家発生を抑制

し、多世代がバランス良く混在した健全な住環境の持続を図ることができると考えます。 

そのため、山側住宅団地に対する短期的な取り組みとしては、高齢者、子育て世代の

住み替えを促進する仕組みの検討を行います。 

 

一般社団法人 移住・住みかえ支援機構（JTI）では、高齢者の住み替えに有効な「マ

イホーム借上げ制度」を実施しており、また、常陽銀行では、この制度と連動したリバ

ースモーゲージローン「住活スタイル」を実施しています。 

住宅金融支援機構（JHF）では中古住宅の購入とリフォームを一体にしたローンを実

施しており、市では、山側住宅団地の中古住宅流通に有効なこれらの制度について情報

収集、広報・周知を行うとともに、これらの活用を促進する支援策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、中長期的な取り組みとしては、都市計画マスタープランや立地適正化計画など

上位計画における山側住宅団地の位置づけと整合を図りながら検討していきます。 

住み替え促進策の例 
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  国の進める中古住宅の市場活性化、空き家活用促進、住み替え円滑化などの取り組みと連

動した施策を検討します。 

  施策の例 

  ・住宅インスペクションの普及促進支援 

  ・中古住宅リフォーム支援 

  ・耐震性を有しない住宅の建て替え支援 

  ・空き家の発生を抑制するための特例措置の周知広報 

 

（参考）空き家の発生を抑制するための特例措置（空き家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   空き家については、地域集会所や井戸端交流サロン、コミュニティビジネスの拠点やシェ

アハウス、移住希望者の住居等として活用したり、空き地については、新築住宅用地はもと

より、隣接住宅の拡張用地やポケットパーク、狭あい地区での共同駐車場、市民農園などで

活用したりすることで地域の活力を高めることができると考えられます。 

そのため、有効活用の促進を図るための支援策等を検討します。 

 

 

 

 

 

空き家を活用した地域交流施設（青葉台サロン） 空き家跡地の寄付によるポケットパーク整備 

 

制度の概要 

相続日から起算して３年を経過する日の属する年の 12 月 31 日までに、被相続人の居住の用に供し

ていた家屋を相続した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リフォームをしたものに限り、

その敷地を含む。）又は取壊し後の土地を譲渡した場合には、当該家屋又は土地の譲渡所得から 3,000

万円を特別控除する。 
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本市では、所有者等による空き家の適切な管理を促進するため、「都市建設 部都市政策

課 住政策推進室」を総合窓口として空き家全般の相談に応じることとします。 

また、空き家の所有者に限らず、周辺住民・コミュニティからの苦情や、移住、二地域

居住や住み替え希望などの利活用の相談に対しても対応できるような体制を構築します。 

そのため、行政に関する事項だけでなく不動産団体、建築関係団体、法務関係団体など

専門的な見地での相談にも応じることができるように関係団体等とも連携します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


